
千葉県月例経済報告
（令和８年１月）

千葉県商工労働部経済政策課

令和８年２月27日



県内経済の基調判断

総 合 判 断

県経済については、緩やかに持ち直している。

前月からの判断変更

個 人 消 費 鉱 工 業 生 産

住 宅 投 資 企 業 景 況 感

設 備 投 資

公 共 投 資

雇 用

消 費 者 物 価

＜個別判断＞

回復しつつある。

弱含んでいる。

このところ横ばいとなっている。

持ち直しの動きがみられる。

持ち直しつつある。

上昇している。持ち直している。

弱含んでいる。

前月からの判断変更

前月からの判断変更

前月からの判断変更

前月からの判断変更前月からの判断変更

前月からの判断変更

前月からの判断変更
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持ち直しつつある。

持ち直しの動きがみられる。

（参考）景気の波及の流れ

このところ横ばいとなっている。

鉱 工 業 生 産

設 備 投 資

住 宅 投 資

持ち直している。

公 共 投 資

需要側

供給側

※青色は上昇基調、赤色は低下基調

を示している。

企 業 景 況 感
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回復しつつある。

個 人 消 費 雇 用

弱含んでいる。

弱含んでいる。
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季節調整値

季節調整値の後方3か月移動平均

個人消費 ～回復しつつある～ 前月からの判断変更

財およびサービスの消費を包括的に把握できる地域別消費総合指数について９月は前月比▲1.3％、
３か月移動平均は▲0.2％、前年同月比は＋0.8％。

地域別消費総合指数（千葉県）（実質・季節調整値）

(2012年=100)
前年同月比

実質・季節調整値

３ＭＡ前月比

＋2.7％＋0.2％＋0.7％2025年7月
＋2.9％▲0.1％＋0.0％8月
＋0.8％▲0.2％▲1.3％9月

※３ＭＡとは、後方３か月移動平均値。

（資料）内閣府「地域別消費総合指数（令和８年１月20日公表）」

2019年10月

消費税率引上げ
（8％→10％）
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2020年5月

新型コロナウイルス拡大

2022年2月

ロシアのウクライナ侵攻
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「商業動態統計」

小売業販売額（千葉県）の季節調整値(億円)

６業態合計
（左軸）

百貨店・スーパー（右軸）

※1 ６業態とは、百貨店、スーパー、コンビニエンスストア、家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンターのこと。

小売業販売額（６業態合計）について、12月は前月比▲3.1％と減少。
後方３か月移動平均は＋0.2％と増加。前年同月比は＋2.6％と増加。

(億円)

※黒線は６業態合計の後方３か月移動平均

※2 季節調整は、経済政策課作成。

前年
同月比

前月比
（3MA）

前月比
6業態販売額・
季節調整値
（百万円）

＋4.4％＋0.3％＋0.8％225,3492025年10月

＋5.9％＋0.5％＋3.1％232,37211月

＋2.6％＋0.2％▲3.1％225,07712月

4
※3 ３ＭＡとは、後方３か月移動平均値。

（資料）経済産業省「商業動態統計 確報（令和８年２月16日公表） 」
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季節調整値 季節調整値の後方3か月移動平均

「家計調査」

実質消費支出（除く住居等）（千葉市）の季節調整値(2020年=100)

※3 実質消費支出（除く住居等）＝名目消費支出（除く住居等） ÷（消費者物価指数「持ち家の帰属家賃を除く総合（2020年=100）」×100）。

実質消費支出（除く住居等）について、12月は前月比▲9.6％と減少。

後方３か月移動平均は同▲1.9％と減少。前年同月比は▲10.2％と減少。

（資料）総務省「家計調査（令和８年２月６日公表） 」「消費者物価指数（令和８年２月20日公表） 」

※1 季節調整は、経済政策課作成。

5
※4 ３ＭＡとは、後方３か月移動平均値。

前年
同月比

前月比
（3MA）

前月比
実質消費支出

（除く住居等）
・季節調整値

＋1.9％＋1.6％＋3.9％102.82025年10月

＋1.1％▲0.6％＋0.3％103.011月

▲10.2％▲1.9％▲9.6％93.212月

※2 「住居」のほか、「自動車等購入」、「贈与金」、「仕送り金」を除いている。
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季節調整値の3か月移動平均 季節調整値

「新車販売台数」

高額な耐久消費財の代表格である新車販売台数について、2026年1月は前月比＋6.7％と増加。
後方３か月移動平均は同▲0.2％と減少。前年同月比は▲3.8％と減少。

新車販売台数（千葉県）の季節調整値(台)

※1 新車販売台数は、軽自動車を含む。

（資料） （一社）日本自動車販売協会連合会千葉県支部「新車販売台数概況」 （令和８年２月５日公表）

（一社）全国軽自動車協会連合会「軽四輪車県別新車販売台数」 （令和８年２月16日公表）

※2 季節調整は、経済政策課作成。

※3 ３ＭＡとは、後方３か月移動平均値。
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前年
同月比

前月比
（3MA）

前月比
新車販売台数・
季節調整値

＋1.0％＋3.7％▲0.0％15,8872025年11月

＋0.3％▲1.3％▲6.7％14,81712月

▲3.8％▲0.2％＋6.7％15,8052026年１月
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季節調整値 季節調整値の2四半期移動平均

「実質総雇用者所得」

消費を下支えする実質総雇用者所得（千葉県）について、2025年7-9月期は前期比▲0.5％と減少。
２四半期移動平均は同▲1.4％と減少。前年同期比は▲1.0％と減少。

実質総雇用者所得（千葉県）の季節調整値(億円、2020年物価基準)

（資料）総務省「労働力調査 都道府県別結果」（令和７年12月11日公表） 、「消費者物価指数」 （令和７年10月24日公表） 、
千葉県「毎月勤労統計調査」（令和７年11月公表）

※2 季節調整は、経済政策課作成。

※1 実質総雇用者所得＝（雇用者数）×（一人当たり現金給与総額）×［100÷（消費者物価指数（帰属家賃を除く総合、2020年=100）］と
して算出。なお、千葉県の雇用者数は公表値がないため、下式により試算した値。
雇用者数＝（就業者数）×（南関東の就業者数対雇用者比率）。

※3 ２ＱＡとは、後方２四半期移動平均値。

7

前年
同期比

前期比
（2QA）

前期比
実質総雇用者所
得・季節調整値

（億円）

＋0.7％＋0.9％＋0.7％9,1822025年1-3月

▲4.3％▲0.8％▲2.3％8,9694-6月

▲1.0％▲1.4％▲0.5％8,9237-9月



「消費者態度指数」

消費者マインドを示す消費者態度指数は、2026年1月は37.7ポイントと前月から＋0.3ポイントの増加。

前年同月比からは、1.9ポイントの増加。
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消費者態度指数（関東）（二人以上世帯、原数値）(指数)

（資料）内閣府「消費動向調査」（令和８年１月29日公表）

消費者態度指数は、「暮らし向き」「収入の増え方」「雇用
環境」「耐久消費財の買い時判断」に関して、標本世帯に今
後半年間の見通しを調査し、指数化したもの。
個人消費に対して先行して動くことが多い特徴がある。
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前年
同月比

前月比
消費者態度指数・

原数値

＋0.7Pt＋0.9Pt37.2Pt2025年11月

＋0.6Pt＋0.2Pt37.4Pt12月

＋1.9Pt＋0.3Pt37.7Pt2026年１月
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季節調整値 季節調整値の後方3か月移動平均

住宅投資 ～弱含んでいる～ 前月からの判断変更

12月の新設住宅着工戸数は、前月比＋25.6％と増加。後方３か月移動平均は＋0.6％と増加。

前年同月比は＋19.5％と増加。

住宅着工戸数（千葉県）（季節調整値）
(単位：戸)

（資料）国土交通省「住宅着工統計」（令和８年１月30日公表）

※ 季節調整は、経済政策課作成。
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前年
同月比

前月比
（3MA）

前月比
着工戸数・
季節調整値

＋1.2%＋1.6％▲6.1％3,3422025年10月

▲37.9%＋1.1％▲13.9％2,87711月

＋19.5%＋0.6％＋25.6％3,61512月
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季節調整値

季節調整値の後方6か月移動平均

設備投資 ～弱含んでいる～ 前月からの判断変更

建築物への投資を把握できる着工床面積について、12月は前月比＋18.3％と増加。
6か月移動平均は同＋4.6％と増加。前年同月比は▲0.7％と減少。

2025年度の設備投資計画は、2025年12月調査時点で前年度比▲35.2％となっている。

建築着工床面積・非居住用（千葉県）の
季節調整値（※1）

(万㎡)

県内企業の設備投資計画
（前年度比、全産業）(％)

（資料）国土交通省「建築着工統計」（令和８年１月30日公表） 、

財務省関東財務局千葉財務事務所「法人企業景気予測調査」（令和７年12月11日公表）

※1 季節調整は、経済政策課作成。

設備投資には、大きく「機械設備投資」「建築物投資」
「ソフトウェア投資」が存在する。
このうち、建築着工床面積・非居住用は「建築物投資」の
動向を把握できる。なお、建築主が国等の建築物も含まれ
ることに、留意が必要。※2 ６ＭＡとは、後方６か月移動平均値。
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2022年度

2023年度

2024年度

前年
同月比

前月比
（6MA）

前月比
着工床面積・

季節調整値（㎡）

▲75.0％＋1.3％＋70.6％66,6402025年10月

▲75.7％＋1.3％＋54.4％102,90811月

▲0.7％＋4.6％＋18.3％121,75512月
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季節調整値

季節調整値の後方3カ月移動平均

公共投資 ～持ち直している～ 前月からの判断変更

2026年１月の公共工事請負額は、前月比▲47.1％と減少。３か月移動平均は同▲14.4％と減少。

前年同月比は▲16.5％と減少。

(億円) 公共工事請負額（千葉県）の季節調整値

（資料）東日本建設業保証株式会社「公共工事前払金保証統計」 （令和８年２月15日公表）

※1 季節調整は、経済政策課作成。

※2 ３ＭＡとは、後方３か月移動平均値。
11

前年
同月比

前月比
（3MA）

前月比
請負額・
季節調整値
（百万円）

▲5.8％＋0.6％▲29.6％35,0682025年11月

＋23.5％＋10.2％＋59.0％55,77012月

▲16.5％▲14.4％▲47.1％29,4982026年１月
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鉱工業生産 ～このところ横ばいとなっている～ 前月からの判断変更

11月の鉱工業生産指数（季節調整値）は、前月比▲4.8％と減少。前年同月比は▲1.9％と減少。

前月比の業種別動向は、電気・情報通信機械工業が＋27.1％、電子部品・デバイス工業が＋8.5％の
上昇、非鉄金属工業が▲27.5％、生産用機械工業が▲21.2％の低下となっている。

出荷・在庫ギャップはマイナス（在庫調整・在庫積み上がり局面）。
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鉱工業生産指数（千葉県）

（季節調整値）

(2020年=100)
出荷・在庫ギャップ（千葉県）

(％ポイント)

※出荷・在庫ギャップ＝出荷（原数値の前年同月比）－在庫（原数値の前年同月比）。出荷・在庫ギャップ（％ポイント）がプラスであれば、
「在庫積み増し局面」を示し前向きな動きと判断できる。マイナスであれば、「在庫調整・在庫積み上がり局面」を示し後ろ向きの動きと判断で
きる。

在庫（前年比）、符号逆転

出荷（前年比）

出荷・在庫ギャップ（折れ線）

（資料）千葉県「鉱工業指数」（令和８年１月30日公表）
12

前年
同月比

前月比
生産指数・
季節調整値

▲1.2％＋1.6％98.02025年9月

＋3.4％＋4.4％102.310月

▲1.9％▲4.8％97.411月



企業景況感 ～持ち直しの動きがみられる～ 前月からの判断変更

働く人に景気の実感を聞く景気ウォッチャー調査（2026年１月）の現状判断DIは48.0となり、
前月差▲0.2ポイント、先行き判断DIは51.9となり、同＋2.0ポイントとなった。

中小企業（全産業）の業況判断ＤＩ（季節調整値）は、2025年10-12月期は前期差▲3.3ポイントと悪化。
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景気ウォッチャー調査（南関東）
（季節調整値）(ＤＩ)

先行き判断
ＤＩ

現状判断ＤＩ

先行き
判断

現状
判断

ＤＩ・季節調
整値 前月差前月差

▲3.148.6▲0.448.62025年11月
＋1.349.9▲0.448.212月

＋2.051.9▲0.248.02026年１月

（資料）内閣府「景気ウォッチャー調査」（令和８年２月９日公表） （独）中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」（令和７年12月12日公表）

景気ウォッチャー調査は、「今月の身の回りの景気は3か月
前と比べて良くなっているか」「今後2～3ヵ月先の身の回り
の景気は今月と比べて良くなるか」を調査し、指数化したも
の。改善と悪化が拮抗した場合はＤＩ値50となる。
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中小企業の業況判断ＤＩ（千葉県）
（季節調整値）

(ＤＩ)

非製造業製造業全産業ＤＩ・
季節調整値 前期差前期差 前期差

＋0.4▲12.3＋9.0▲12.0＋2.1▲12.22025年7-9月

▲2.5▲14.8▲7.1▲19.1▲3.3▲15.510-12月

製造業

全産業

業況判断ＤＩは、経営者へのヒアリングをベースとし、前期
比で「好転」と回答した企業比率から、「悪化」と回答した
企業比率を引いて、指数化したもの。好転と悪化が拮抗した
場合はＤＩ値０となる。

非製造業



「倒産件数」～このところ増加がみられる～

2026年１月の倒産件数（後方12か月移動平均）は26件で、前年同月と比較して２件増加した。
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(件数)
倒産件数（千葉県）

（後方12か月移動平均）

原数値

後方12か月移動平均

※12ＭＡとは、後方12か月移動平均値。

（資料）株式会社東京商工リサーチ千葉支店「2026年１月度 千葉県内企業倒産状況」 14

前年
同月比

（12MA）

倒産件数
(12MA)

前年
同月比

倒産件数・

原数値

0件25件▲1件22件2025年11月

＋1件26件＋9件33件12月

＋2件26件＋4件29件2026年１月



雇用情勢 ～持ち直しつつある～ 前月からの判断変更

12月の有効求人倍率は0.99倍、完全失業率は2.3％となった。

有効求人数、有効求職者数、新規求人数は前月より増加した。
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有効求人倍率（千葉県、季節調整値）と

完全失業率（南関東、原数値）

(倍) (％)

有効求人倍率（左軸）

完全失業率（右軸）
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有効求職者数、有効求人数、新規求人数（千葉県）
（季節調整値）

(万人)

有効求職者数

有効求人数

新規求人数

完全
失業率

有効求
人倍率

2.5％0.97倍2025年10月
2.3％0.97倍11月
2.3％0.99倍12月

前月差人数2025年12月

＋1,621  69,298有効求人数

＋9069,889有効求職者数

＋1,39124,746新規求人数

※1 有効求人倍率＝月間有効求人数÷月間有効求職者数。なお、新規求人数は有効求人数（または有効求人倍率）の先行指標。

（資料）総務省「労働力調査」（令和８年１月30日公表） 、厚生労働省「職業安定業務統計」 （令和８年１月30日公表）

※2 求職票・求人票の有効期限は、申込日の翌々月末まで。
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「消費者物価」 ～上昇している～

2026年１月の消費者物価（生鮮食品除く総合）（コアＣＰＩ）は、前年同月比＋2.1％。

消費者物価（生鮮食品除く総合、前年同月比）と寄与度（千葉市）
(％)

その他

＋1.0％

食料品（生鮮除く）

＋1.5％

エネルギー

▲0.3％

総合
生鮮食品
除く総合

＋2.9％＋3.0％2025年11月

＋2.2％＋2.5％12月

＋1.6％＋2.1％2026年１月

※寄与度＝（各項目の前年同月比）×（各項目のウエイト）÷（生鮮食品除く総合のウエイト）。

（各項目の寄与度）

（資料）総務省「消費者物価指数」 （令和８年２月20日公表）

コアＣＰＩ（生鮮食品除く総合）
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「金融」 ～銀行貸出は、増加している～

12月の銀行貸出残高は、前年同月比＋2.5％と増加している。
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銀行貸出残高（千葉県）の前年同月比
(％)

前年
同月比

貸出金残高・
原数値（億円）

＋2.6％171,2262025年10月
＋2.3％171,37211月
＋2.5％172,51712月

（資料）日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」 （令和８年１月公表）
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内閣府「月例経済報告（令和８年２月）」

（参考）各種経済報告等

財務省千葉財務事務所

「県内経済情勢（令和８年１月判断）」
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（参考）2025年10‐12月期ＧＤＰ（１次速報）

実質ＧＤＰ成長率（季節調整済）は、前期比＋0.1％（年率＋0.2％）とプラス成長となった。

内訳をみると、国内需要（内需）は前期比寄与度0.0％pt、海外需要（外需）も同0.0％ptとなった。

内需項目では、設備投資等がプラス寄与となった。
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個人消費 住宅投資 設備投資

民間在庫 公需 外需

実質ＧＤＰ

実質ＧＤＰ成長率（前期比）の寄与度
(％)

外需寄与度：＋0.0％pt

設備寄与度：＋0.0％pt

在庫寄与度：▲0.2％pt

公需寄与度：▲0.0％pt

消費寄与度：＋0.1％pt

住宅寄与度：＋0.2％pt

国内需要は、①民間需要（個人消費、設備投資、
住宅投資、在庫変動）、②公的需要（公共投資、
政府消費、公的在庫変動）から構成される。

海外需要は、「純輸出＝輸出－輸入」で構成さ
れる。国内景気が悪化し、輸入が減少すると、海
外需要にはプラス寄与となることに注意が必要。

ＧＤＰの構成項目

（資料）内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」（令和８年２月16日公表）

※四半期別ＧＤＰは、四半期終了の1か月半後頃に1次速報として、2か月半後頃に2次速報として、公表される。2次速報は、１次速報時
点では不足していた基礎統計を反映したものであり、特に「設備投資」の数値が1次速報値から変動する傾向がある。
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（参考）日銀短観による全国企業の動向

業況判断ＤＩ（2025年12月調査）は、大企業・中小企業ともにプラスとなっている。

設備投資計画（全規模・全産業）は、2025年度12月調査は前年度比＋8.9％となった。
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業況判断ＤＩ
(ポイント)
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設備投資計画の前年度比

(％)

2022年度

（資料）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（令和７年12月15日公表）

大企業・非製造業

大企業・製造業

中小企業・製造業

中小企業・非製造業

業況判断ＤＩは、民間企業への調査をベースとし、会社の業
況が「良い」と回答した企業比率から、「悪い」と回答した
企業比率を引いて、指数化したもの。「良い」と「悪い」が
拮抗した場合はＤＩ値０となる。

設備投資計画は、特に中小企業で事前に策定していない企業が多
く、投資時点で設備投資額に計上されるため、翌年３月調査まで
上方修正され、その後の実績で下方修正される傾向がある。修正
されることを織り込んで判断する必要がある。

3月調査 6月調査 9月調査 12月調査 見込み 実績

(翌年3月）(翌年6月）

2020年度

2021年度

20

2023年度

2024年度

2025年度
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（参考）各ページに共通する用語

後方移動平均

数値の変動が激しい指標は、後方移動平均値で、傾向をつかむ

原数値

3か月後方移動平均

新設住宅着工戸数（千葉県）

移動平均とは、単月の数値だけでなく、複数月の数値の平均値を算
出することで、数値変動を滑らかにして傾向を把握する手法。

（例）2008年12月の3か月後方移動平均

＝（10月値＋11月値＋12月値）÷３

(戸)

7か月後方移動平均

実質と名目

一部指標は物価変動の影響を除く「実質値」で、傾向をつかむ

物価上昇により名目値（取引される金額）が増えても、経済実態は
改善していない場合がある。一部指標は、価格水準を固定した実質値
（取引される量）の動きで傾向を把握する。

実質値の伸び率＝（名目値の伸び率）－（物価上昇率）

21

指標をよみとく手法

指標の動きは、原則として「季節調整値」の前月比でつかむ

「季節調整値」がない場合、「原数値」の前年同月比の変化

幅でつかむ。

鉱工業生産指数（千葉県）
(2015年=100)

80

90

100

110

120

130

140

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11

2008 2009 2010

原数値

季節調整値
2009年4月から水準の上昇に転じたが、
原数値の前年同月比では、以後もマイナス
のままになってしまう。

指標の原数値には、稼働日数やイベントなど季節変動があるので、
単純に前月比をみることはできない。統計的手法により季節変動を取
り除いた「季節調整値」であれば、「前月比」で足元の指標の動きを
迅速に把握できる。

季節調整値の公表がない指標は、「原数値」の「前年同月比」で、
季節性を除くことができる。ただし、前年との比較になるため、足元
の指標の動きを迅速に把握できない。そこで、前年同月比の変化幅
（※上図で原数値の前年同月比をみると、2009年５月▲19.3％、６月
▲13.3％であり、変化幅＋5.9％pt。改善と評価できる）で足元の指
標の動きを把握する。


